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設置目的設置目的設置目的設置目的のののの達成度達成度達成度達成度    

１ 計画(Plan)と実績(Do) 

設 置 目 的 
住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸し、市民生活の安定と社会福祉の

増進に寄与することを目的とする。 

運 営 事 業 名 Ｈ22年値 Ｈ23年目標値 Ｈ23年実績値 対前年比 目標達成率 評価 

市営住宅維持管理事業 152,400円 150,000円 150,000円 98.4% 100% A 

       

       

       

設置目的に対する総合評価     

目 的 達 成 度 の 

評 価 基 準 

家賃収入率を目標達成度の評価基準とする。収入率は実績値÷目標値で定義する。 

目標値：住宅使用料の年度末調停済額（過年度分を含む） 

実績値：住宅使用料の年度末収入済額（過年度分を含む） 

A：95%～100%  B：90%～95%  C：85%～90%  D：80%～85%  E：0%～80% 

 

２ 現状分析(Check) 

運 営 事 業 の 

意 義 と 現 状 

年々減少する家賃収入に対して維持費は増加傾向にあり、施設の維持管理が困難になってきてい

る。なお、うつぎ原、柳原及び丸山の 3住宅については用途廃止し、統合・移転（新住宅建設）の

計画がある。 

上 記 の 原 因 

・ 経年による家賃額（調定額）の減少 

・ 退去による家賃収入の減少 

・ 老朽化による維持費の増加 

 

３ 次年度以降への改善点(Action) 

具 体 的 な 

改 善 方 策 
新住宅建設計画のため、入居者にはなるべく早く退去してもらう。 

運 営 事 業 名 Ｈ24年度目標値 備    考 

市営住宅維持管理事業 182,400 住宅使用料調定額（過年度分を含む） 

   

   

Ｈ23年度運営

事業と目標値 

   

 

※参考 前年度までの運営事業の実績値と評価 

運 営 事 業 名 Ｈ20年度 H21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 

総合評価 AAAA    AAAA    AAAA    AAAA    

164,400 166,800 152,400 150,000 
市営住宅維持管理事業 

A A A A 
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効効効効    率率率率    性性性性    

１ 計画(Plan)と実績(Do) 

効率性指標 Ｈ22年度値 Ｈ23年目標値 Ｈ23年実績値 対前年比 目標達成率 

Ａ 施設総利用

者数等 
4戸 3戸 3戸 75% 100% 

Ｂ  年間経費

(除く収入) 
251,531 127,790 175,392 69.7% 72.8％ 

①利用単位

当たり経費 

Ｂ／Ａ 62,882 42,596 58,464 92.9% 72.8 

②光熱水費      

③消耗品費      

効率性指標の考え方等 

A 目標：住宅における入居可能な最大戸数 

実績：入居戸数 

B 目標：過去 3ヵ年（直近）の年間経費うち最も低い数値のもの 

実績：年間経費 

 

２ 現状分析(Check) 

効 率 性 の 

現 状 
 

 

３ 次年度以降への改善点(Action) 

具 体 的 な 

改 善 方 策 
 

①利用単位当たり経費 Ｂ／Ａ   

②光熱水費   
H24年度効率性

の 目 標 値 
③消耗品費   

 

※参考 前年度までの効率性指標 

効率性指標 Ｈ 年度 Ｈ 年度 Ｈ 年度 Ｈ 年度 

目標値     

Ａ実績値     

Ｂ実績値     

Ｂ/Ａ     

対前年比     

①利用単位当たり 

経費 

目標達成率     

目標値     

実績値     

対前年比     
②光熱水費 

目標達成率     

目標値     

実績値     

対前年比     
③消耗品費 

目標達成率     
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４ その他の指標 

区  分 説    明 単位 H21 年度 H22 年度 H23 年度 

①使用料原価 
１㎡ 1 時間当たりの原

価 
円 円 円 円 

② 

稼動割原価率 

年間経費を年間収入で

賄えない比率 
％ ％ ％ ％ 

③１㎡１時間

適正使用料 
① ② 円 円 円 円 

④現行１㎡１

時間使用料

の平均 

   

受益者負担 

の適正性 

⑤適正化計画 

 
 地域住宅計画 

 

 

年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度(予算) 

人口（4月 1日：人） 25,549 25,217 24,881 24,515 

運営経費（収入除く） -5 -9.9 7.0 8.6 

運営に掛か

る税負担 

(市民負担) 
人口 1 人あ

たり（円/人） 年間総経費 -1 -3.9 1.0 1.2 
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利用者満足度調査利用者満足度調査利用者満足度調査利用者満足度調査    

 

実施の有無 □ 有  ☑ 無 調査の方法 アンケート Ｈ 年度調査数 件 

 

○貸館利用者向け 

 １ 調査結果 

設問 回答種類 Ｈ 年度回答数 Ｈ 年度回答数 Ｈ 年度回答数 

 

１  

２  

３  

   

 

１  

２  

３  

   

 
１  

２  

   

 
１  

２  

   

 
１  

２  

   

 
１  

２  

   

※今年度寄せられたクレーム等 

 

 ２ 調査結果から読み取れること 

 

 

３ 次年度以降への改善点 

 

 

 

 

施設修繕計画及施設修繕計画及施設修繕計画及施設修繕計画及びびびび備品購入計画備品購入計画備品購入計画備品購入計画    

 

破損 

年度 
全ての破損した箇所・備品名 経費見積 

修繕・買換等 

予定年度 
備考（修繕済年度等） 

     

     

     

     

※今後想定される維持管理事項 
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管理運営上管理運営上管理運営上管理運営上のそののそののそののその他評価項目他評価項目他評価項目他評価項目    

 

当該施設の必要性 

 

廃止、休止等の可能性 

 

施設の設置目的変更の可能性 

老朽化し耐震上の不安もあるため、用途廃止して解体する方針である。 

民間による管理運営の可能性 

 

今後の管理運営主体の見込み 

 

行政関与の妥当性 

上記により民間による管理は考えていない。 

施設の管理運営と経費の妥当性 築年数を考慮すれば妥当であると言える。 

施設の性質や実費経費からみた

受益者負担の妥当性 

家賃だけで見た場合、1 人当たり 4,166 円／月なので入居者の負担はかなり低

いが、築年数や老朽化の程度を考慮すれば妥当であると言えなくもない。算出

方法は公営住宅法で定められているため額を上げることもできない。 

その他の管理運営上の課題 

用途廃止の計画があるので入居者の退去を促さなくてはならないが、対象住宅

の入居者全員が新住宅に入居することは恐らく不可能であるため、新住宅に入

居する人・しない人をどのように振り分けるか、入居できなくなる人の住宅を

どう補償するのかといった課題がある。 

【参考】 

市内や賀茂郡内の類似施設の管

理運営状況等 

 

 

 

平成平成平成平成    年度年度年度年度    実施実施実施実施運営運営運営運営事業内容事業内容事業内容事業内容    

運営事業名 事業内容 次年度に向けての改善事項 
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施 設施 設施 設施 設 のののの 概概概概 要要要要    
    
１ 施設名 

（愛称名） 
うつぎ原市営住宅 

２ 担当課 

担当係 

建設課 

都市住宅係 

３ 所在地 下田市六丁目 25番 4号 他 ４ 設置年月 昭和 29年 2月 9日 

Ⅰ 美しいまちづくり ２ 身近な生活環境づくり ４ 住宅 

基 本 目 標 
安心・安全な生活を守るため、市営住宅の整備や住宅の耐震化

の支援を推進します。 
５ 総合計画の 

位置付け 
基本目標を実現 

するための施策 

項目 

 市営住宅の整備 

内容 

  

６ 設置目的 
住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸し、市民生活の安定と社会福祉の増進に寄与

することを目的とする。 

７ 設置根拠 下田市営住宅条例 

敷地面積 862㎡ 

施設の概要 
戸数 9戸（木造平屋建）【うち政策空家 5戸】 

昭和 28年度 5個【4戸】 居住世帯 1世帯 

昭和 37年度 4戸【1戸】 居住世帯 3世帯 

実 施 事 業 

の  概  要 

設置目的のとおり。 

料 

金 

区 

分 

家賃は入居者の収入によって毎年度変動する（しない場合もある。）。 

 

種別 単位 昼 夜 昼夜 備考 

住宅使用料 円／戸・月   4,166 平均 

      

   

主  

な  

料  

金 

   

減
免
内
容 

（家賃の減免又は徴収猶予） 
第第第第 16161616 条条条条 市長は，次の各号のいずれかに該当する特別の事情がある場合においては，
家賃の減免又は徴収の猶予を必要と認める者に対して市長が定めるところにより当該
家賃の減免又は徴収の猶予をすることができる。 
(１) 入居者又は同居者の収入が著しく低額であるとき。 
(２) 入居者又は同居者が病気にかかったとき。 
(３) 入居者又は同居者が災害により著しい損害を受けたとき。 

(４) その他前３号に準ずる特別の事情があるとき。 

料 金 体 系 

利用料金制度 □ 有    ☑ 無 

☑ 直接運営 

□ 指定管理者制度 → 指定管理者  
施 設 運 営 

方     法 
□ 一部委託    → 委託内容  

８ 施設の概要 

直接従事職員 
下田市職員数 0.067人（市営住宅全体 2+1/3人×戸数割 3/103） 

９ 市 内 の 下田市所有 柳原住宅 丸山住宅 大沢住宅 上河内住宅 
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類似施設 

 
民間所有 

共同住宅 

取得費及び財源内訳 平成 23年度末残高 

土地取得費  土地残高  

建物取得費  建物減価償却後残高 1円 

財源内訳    

国・県支出金    

市債  市債残高  

一般財源    

 

寄附金等    

 

10 取得費等 

の情報 

（単位：円） 

物品(＊万円以上)  物品減価償却後残高  

（備考） 

減価償却の方法 

・ 定額法 

・ 残存価 1円 

・ 新設翌年度か

ら償却 

・ 耐用年数 

耐用年数経過によ

り評価残高 1円 

区    分 H21年度決算 H22年度決算 H23年度決算 H24年度予算 

収入 現年度住宅使用料 166,800 152,400 150,000 182,400 

収 入 合 計 166,800 152,400 150,000 182,400 

1節 報酬 0 0 0 0 

7節 賃金 0 0 0 0 

9節 旅費 549 734 466 1,380 

11節 需用費 19,935 14,633 1,058 16,200 

12節 役務費 14,152 14,040 13,982 14,453 

13節 委託料 0 0 0 0 

14 節 使用料及び賃借

料 44 70 79 270 

15節 工事請負費 0 0 0 0 

16節 原材料費 0 0 0 0 

19節 負担金補助及び交付

金 
13,600 13,600 14,500 17,000 

支出 

支出合計 48,284 43,077 30,085 49,303 

 

減価償却費 0 0 0 0 

市債利子 0 0 0 0 

職員人件費 84,000 208,454 145,307 163,563 

下田市負担年間総経費 -34,516 99,131 25,392 30,466 

 

11 年間経費 

等推移 

（単位：円） 

備 

考 

・ 収入、支出はうつぎ原住宅のみの経費 

・ 人件費は実額を算出、記載（正職員・嘱託職員等の人件費総額） 

利用年度 H21年度決算 H22年度決算 H23年度決算 Ｈ24年度予算 

市 内 4人 4人 3人 3人 

市 外 0人 0人 0人 0人 
利用 

者数 
合 計 4人 4人 3人 3人 

-8,629円/人 24,782円/人 8,464円/人 10,155円/人 

利用 

状況 

参考：利用単位

当たり市負担額 算出方法：11欄の「下田市負担年間総経費」÷利用者数 

休館日 なし 

12 施設利用状

況等の推移 

使用 

時間 

 

  

（参考資料） 

 


